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第４章 空家等対策の各段階に応じた取組方針と具体的な施策 

本市の現状と課題を踏まえ、空家等の発生予防、空家等の活用、管理不全な空家等の除却の３

つの段階に応じた取組方針と具体的な施策を示します。 
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１．空家等の発生予防 

 

 

（１）市民意識の醸成、動機付け 

  空家等となる要因は、居住者の不在や相続問題、特に子どもが遠方に住んでいる場合などに

起因する管理者意識の希薄化など、所有者等の個々の事情によるところが大きいことから、日

頃から、自らの財産について、将来に向けた引継ぎや管理、活用を意識することが重要となっ

てきます。 

そして、空家等になった場合に維持管理等の負担が生じることや、周辺に悪影響を及ぼした

場合に損害賠償を求められるおそれがあること、防災や衛生などの面で地域の住環境の悪化を

招くおそれがあることなどのデメリットを認識してもらうことが空家等の発生抑制につながり

ます。 

このため、地域、専門家、関係団体と連携し、市の広報紙やホームページをはじめ様々な機

会を捉え、財産の管理、活用、売買、更に相続などに関する具体的な情報提供を行い、空家等

について考える動機付けや意識啓発を図ります。 

 

① 広報ひだか、市ホームページ等による広報、啓発活動 

空家等の適正管理を促すため、空家等に関する問題を分かりやすく伝える出前講座を開

設するとともに、広報ひだかや市ホームページ等により、管理不全な空家を放置すること

なく早めに対応をすることで得られる経済的なメリット等や空家対策の一助となる制度な

どを積極的に情報発信します。 

    

   ②固定資産税納税通知と合わせた周知・啓発 

    空家等の適正管理につなげるため、固定資産税納税通知書と併せて空家等の管理、売却、

賃貸、活用方法、相続登記等に関するチラシを同封し、空家等対策に関する情報提供や意

識の啓発を図ります。 
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出典：広報ひだか 令和７年８月号 

出典：埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議チラシ 
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出典：埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議チラシ 
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出典：埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議チラシ 
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（２）所有者等への相談支援 

   市民、地域から寄せられる相談等に適切に対応するため、次の取組を行います。 

 

① 空家等相談窓口の設置（総合相談窓口の設置） 

市民等からの空家等に関する相談に対して、市役所内に相談窓口を設置し、空家等に関

する相談内容に応じて、関係課や関係機関、専門家と連携した対応を行います。 

 

② 所有者等に対する適正管理の促進 

市民や地域からの情報提供・相談などを通じて、周辺の生活環境に悪影響を及ぼすおそ

れがあると認められる場合には、速やかに現地を確認するとともに、空家法に基づき所有

者等の調査を行います。 

所有者等に対しては、口頭又は現地写真を添付した文書を送付するなどの注意喚起を行

い、自主的な改善を促します。 

また、使用する予定のない空家等については、「空き家・空き地バンク」制度の案内又は

民間団体による管理委託等の情報提供も併せて行います。 

 

③ 空家の発生を抑制するための特例措置制度の周知 

相続により取得した家屋等を譲渡した場合の所得税及び個人住民税の特例措置（空き家

の譲渡所得の3,000万円特別控除（※））について、周知を図ります。 

※対象となる家屋は、相続開始直前において被相続人のみが居住していた家屋（旧耐震

基準が適用される昭和56年５月31日以前に建築された家屋に限る。）で、耐震性がない

場合は耐震リフォーム又は除却を行うことが条件となります。また、要介護認定等を

受け、被相続人が相続開始の直前に老人ホーム等に入所していた場合も、一定要件を

満たせば適用対象となります。さらに、令和５年度税制改正により、買主が譲渡以降

に家屋の耐震改修又は除却の工事を行った場合も対象となりました。 

 

④ 所有者不存在、相続人不存在の空家等に対する財産管理人制度の活用 

所有者不存在等の空家等の適正管理が見込めない物件については、必要に応じて財産管

理人制度の活用を検討し、空家問題の予防、解消に努めます。 

 

⑤ 木造住宅耐震診断補助金・木造住宅耐震改修補助金 

市内にある木造一戸建て住宅又は兼用住宅（店舗等の用に供する部分の床面積が延床面

積の２分の１未満）について、耐震性能の有無を診断する費用の一部及び改修費用の一部

補助を行います。 

 

⑥ 空家対策の担い手、人材育成 

関係団体、ＮＰＯ、企業等との連携、協力により、「空き家の持ち主応援隊」をはじめと

した空家対策の担い手や人材育成のための支援を行います。 
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 出典：日高市木造住宅耐震改修補助制度パンフレット 

出典：日高市木造住宅耐震診断補助制度パンフレット 
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出典：埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議チラシ 

出典：埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会

議チラシ 


